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抄録 : 日本は前世紀60年代から厳しい大気汚染による公害問題を経験した。問題を解決するため、日本政府と研究者は
多大な努力をした。今、中国もひどい大気汚染に直面している。近隣である日本は越境汚染などの影響で、中国の汚染問題
に関心をもちつつ、協力して問題を解決する道を探している。一方、中国の研究者たちも日本の経験を学び、自国の問題解
決に相応しい部分を吸収している。本文はこれからの研究の背景研究として、現在の中国の大気汚染状況を紹介し、日本の
大気汚染解決対策を簡潔にまとめる。データ、関連資料、条例などで、中国が日本から学べる事項を分析し、今後の研究と対
策に役立てたい。
（別刷請求先 : 孫　旭）
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緒言
大気汚染とは、大気中の微粒子や気体成分が増加して、
人の健康や環境に悪影響をもたらすこと。中国における
大気汚染による人体への影響はすでに厳しい現状となって
いる。WHO（2014）によると2012年時点で約370万人が
大気汚染により死亡した。
史上最も有名な大気汚染災害はロンドンのスモッグ事
件である。1952年12月、ロンドンで二酸化硫黄を多く含
んだ濃いスモッグが5日間にわたって停滞、約4,000人の
死者を出した。その間に測定された総粉じんと二酸化硫
黄の濃度変化と過剰死亡者数の変化は良く相関している
ことは、一日の死亡者数と大気汚染濃度との関連図
（Wilkins, 1954）から明らかである。
現在、中国の北京など大都市で、昔のロンドンのように、
スモッグがよく現れ、民衆が恐怖を感じて、「大気汚染防止
法は不完全でしょうか」「環境教育が必要ではないか」な
ど、様々な議論が出ている。さらに、韓国、日本では、「中国
のPM2.5は自分の国にどのぐらい影響があるのか」越境汚
染が話題になっている。
20世紀 60年代、日本も厳しい大気汚染を経験した。
数十年後の現在、日本の大気は見違えるように改善された。
工場の転移はもちろん、日本の研究者たちの努力、大気汚
染防止法の施行そして環境教育も役に立ったと考えられ
る。中国はロンドンの事例からも、日本の大気汚染研究か
らも、大気汚染の現状分析とその対策について多くの経験
が参考になると考える。
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図1． 1952年のロンドンスモッグ事件当時の大気汚染物質
濃度と死亡者数  
（出典： Wilkins （1954）： J. Royal Sanitary Inst. 74, 1-15）
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そこで、本論文は日本における1968-1998年の30年間
の大気汚染研究を参考にして、中国の現状を分析し、今後
の問題解決に向けて考察したい。
浮遊粒子状物質と呼吸器疾患の関係
「粒子状物質」とは、マイクロメートル（μm）の大きさの
固体や液体の微粒子のことをいう。大気中に浮遊する微粒
子のうち、粒子径が概ね10 μm以下のものはPM10と標示し、
人体（呼吸器系）への影響が極めて高いと注目された。
PM10は1987年にアメリカで初めて環境基準が設定され以
降、世界の多くの地域で採用されて、大気汚染物質の指標
の一つとして広く用いられてきた。
日本では、「粒子状物質」について、粒径が10 μm以下の
ものを「浮遊粒子状物質」と定義し、これについて1973
（昭和48）年に環境基準が定められた（環境省 , 1973）。
浮遊粒子状物質はヒトの呼吸によって呼吸器の中に入
る。粒径によって、侵入の深度は異なる。浮遊粒子状物質
の粒径によって呼吸器につける「侵入深度」が異なるため
様々な病状が現れる。
大気中に浮遊する微粒子のうち、粒子径が概ね2.5 μm以
下のものはPM2.5と呼ばれる。今最も話題になっている
PM2.5は、図2 （香川 , 2012）に示したように、呼吸によって
気管支まで侵入し、沈着することができる。それが原因で、
気管支炎、気管支喘息、アレルギー疾患など、さらに潜伏期
を経て気管支・肺がんを引き起こす確率が大きい。
呼吸器系疾患の誘因となり得るPM2.5の世界全体地域分
布を図3と図4に示す。
図3はアメリカ連邦宇宙局NASAのサイトにある宇宙
衛星から観測したPM2.5の観測データで、2001～2006年で
の平均値をマッピングしたものである（van Donkelaar and 
Martin, 2009）。この衛星図によって、この中国北東部は世
界中PM2.5濃度が最も高い地域であることは明らかである。
図4は2004年WHOの調査で発表した人口100万人当た
りの大気汚染による死者報告数である（WHO, 2004）。こ
の調査で中国の大気汚染による死者数は世界上位である。
中国の呼吸器系疾患は様々な誘因が複合されているが、大
気汚染、特にPM2.5はその重要な要因の一つと考えられる。
大気汚染に対する日本研究者の努力
第二次世界大戦後、経済の高速発展とともに、日本は厳
しい大気汚染を経験した。表1は、東京都心部の商業区と
新宿区の住宅地2ゕ所で測定したものの一部である（大平 , 
1969）。このデータから、大気汚染と気候条件との関係と
ともに人為的な原因が要因と推察され、浮遊粒子の場合
「自動車排気ガス中の微粒子が大きく影響を与えている」
と結論した。
研究者たちは基礎データの測定だけではなく、大気汚染
と呼吸器疾病の関係も探し始めた。九州大学の研究者たち
（猿田ら , 1968）は「呼吸器症状質問表」を利用し、症状発症
の確率と当時の大気汚染度と比較検討した。表2に示すよ
うに、汚染地域での中等度の喘息症状の「訴え率」は非汚染
地域の約2倍であることを認めた。この研究では、住居歴、
両親の職業別などで解析した場合も汚染地域に喘息病症状
訴え率が高かったと結論された。
1990年代に入って、環境問題のグローバル化は一層進
んだ。国際社会においては、「持続可能な開発」が人類の現
在および将来の基本的課題であるとの共通認識が形成され
た。この年代に、日本の研究者は中国でも多くの研究を行
い、発表した。基礎データの測定について、皆川（2006）の
報告が挙げられ、1999年、パッシブサンプラーで、大気汚
染の著しい中国内陸都市・重慶の3住宅の協力を得て、
表1．南風時の平均値と標準偏差
（東京都大気測定所 1967年8月）
Factors Unit Mean Standard Deviation
Wind Speed m/s 3.7 1.82
Atmospheric Stabilities 1.45 0.73
Particulate mg/10m3 2.49 1.34
SO2 pphm 7.46 6.42
NO2 pphm 3.03 1.96
Particulate,Light Reﬂection 
Index of Tape % 7.23 2.95
Particulate,Light 
Transmission Index of Tape % 8.01 4.25
NO pphm 6.49 5.06
（出典： 大平俊男（1969）： 大気汚染研究 3（3）, 19-20）
図2． 呼吸器システムと浮遊粒子状物質  
（出典： http://icchou20.blog94.fc2.com/blog-entry-195.
html, 2016.10.15検索）
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表2．大気汚染地区（城山）と非汚染地区（霧ヶ丘）における「ぜんめい」「喘息」を訴えて息苦しく、欠席した者の数（1968）
性 地　区 1年（%） 2年（%） 3年（%） 4年（%） 5年（%） 6年（%） 全学年（%）
男
城山（汚）
N=306 11（22.0） 12（20.3）  6（12.0）  7（12.7）  6（14.0） 2（ 3.9） 44（14.3）
霧ヶ丘（非） 
N=493 12（12.2）  5（ 6.4）  5（ 5.7）  4（ 5.6）  4（ 5.3） 5（ 6.1） 35（ 7.1）
女
城山（汚） 
N=588  3（ 6.0）  8（12.0）  9（20.5）  5（11.6）  5（10.9） 2（ 5.4） 32（11.4）
霧ヶ丘（非）
N=487  9（ 8.3）  4（ 5.8）  6（ 7.9）  3（ 4.2）  3（ 4.0） 3（ 3.4） 28（ 5.7）
計
城山（汚） 
N=588 14（14.0） 20（16.8） 15（16.0） 12（12.2） 11（12.4） 4（ 4.5） 76（12.9）
霧ヶ丘（非） 
N=980 21（10.2）  9（ 6.1） 11（ 6.7）  7（ 4.9）  7（ 4.6） 8（ 4.7） 63（ 6.4）
（出典： 猿田ら（1968）： 大気汚染研究 3（2）, 29）
図3． PM2.5の衛星図（2001年～2006年）  
（出典： http://scitech.people.com.cn/GB/1059/235217/16329219.html, 2015.5.29検索）
図4． 気汚染による死者数（2004）  
（出典： https://www.pressenza.com/2015/12/who-calls-in-paris-for-a-climate-agreement-that-benefits-health/, 2015.5.29検索）
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室内汚染状況が測定された。表3はその結果の一部である。
データから見ると、室内の二酸化窒素と二酸化硫黄濃度は
非常に高いことが分かる。
さらに、日本の研究者は日本の経験をまとめて、中国に
おける大気汚染と呼吸器系疾患状況の将来予測を行った。
2001年の研究で、日中両国の研究者は両国の何ゕ所で測定
し、それぞれの大気汚染物質濃度、呼吸器系疾患の患者数
を比較した（Kagawa et al., 2001）。その結果、中国では咳と
痰を訴える子どもが多く、日本では喘息症状がある子ども
が多かった。その故、研究者たちは、もし中国はこれから
日本と似るパターンで進展するなら（例えば、自動車数の
増大、オイル、化学製品の使用量増加など）、中国の子ども
も日本と同じように、喘息疾患の罹患率は上昇すると推測
した。2000年、中国の子どもの喘息罹患率は1.97%である。
2010年、この数値は3.01%になった（首都児童研究所, 2013）。
10年間でどもの喘息罹患率は推測とおり約50%上昇した。
この一例だけでも、日本の大気汚染研究は中国に対して
多くの経験が生かされると考える。今後、中国の大気汚染
の防止のため、日本での研究を分析することが大きく役立
つと考えた。
上記の事例も含めて、日本の研究者は大気汚染と浮遊粒
子状物質に関する多くの研究を行ってきた。
大気汚染防止法
日本経済の高速成長と共に生じた大気汚染は、ついに
1960年代に大きな公害をもたらした。その一つは「四日市
ぜんそく公害」と呼ばれた。四日市ぜんそくは、三重県四日
市市で、高度経済成長期の1960年から1972年にかけて政
治問題化した四日市コンビナートから発生した大気汚染に
よる集団喘息で、日本四大公害病の一つである。1960年11
月から、三重大学によってコンビナート周辺の亜硫酸
ガス（SO2）濃度と降下ばい塵量の計測が開始された。その
結果、工場の煙には亜硫酸ガスが含まれていて、現在のレベ
ル（0.008ppm）の10倍以上であった。このガスが空気中に
高濃度の地域ほど、ぜんそくにかかる人が多いことがわ
かった（ICETT, 2010）。「四日市ぜんそく」の原因がわかっ
たあとも、工場の拡大は続き、被害は広がる一方であった。
そこで1967年9月、特に被害のひどかった地区の公害患者
9人が、6つの工場を相手に裁判を起した（小田 , 2002）。
このような背景の中に、多くの研究が発表され、大気汚
染の深刻さが認識された、大気環境を保全するため、環境省
は1968（昭和43）年に「大気汚染防止法」を制定した。法律
の制定目的は、大気汚染に関して、国民の健康を保護すると
ともに、生活環境を保全することなどであった（環境省 , 
2012）。続いて、環境基準（表4）も設定された。
大気汚染防止法の中では、粉じんの排出について、以下
のような条項がある
第十八条の六 　特定粉じんを大気中に排出し、又は飛散
させる者は、特定粉じん発生施設を設置しようとするとき
は、環境省令で定めるところにより、次の事項を都道府県
知事に届け出なければならない。
一 　氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その
代表者の氏名
二 　工場又は事業場の名称及び所在地
三 　特定粉じん発生施設の種類
表3．中国重慶市（1999）における室内外の汚染物質濃度
NO2
（ppb）
SO2
（ppb）
HCHO
（ppb）
CH3CHO
（ppb）
1.  12/21 10：00-12/22 10：00 A室内1 113 2420
2.  12/21 10：00-12/22 10：00 A室内2 12 948 18.7 20.5
3.  12/21 10：00-12/22 10：00 A室内3 8 774
4.  12/21 10：00-12/22 10：00 屋外 9 12 11.2 2
5.  12/21 18：01-12/22 18：30　B室内1 7 9
6.  12/21 18：01-12/22 18：30　B室内2 8 12 5.3 1.8
7.  12/21 18：01-12/22 18：30　B室内3 13 8
8.  12/21 18：01-12/22 18：30　屋外 10 27 7.2 1.6
9.  12/22 15：00-12/23 15：00　C室内1 136 1540
10. 12/22 15：00-12/23 15：00　C室内2 108 2460 8 5
11. 12/22 15：00-12/23 15：00　C室内3 8 77
（出典： 皆川直人（2006）： 日本写真学会誌 69, 77-79）
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四 　特定粉じん発生施設の構造
五 　特定粉じん発生施設の使用の方法
六 　特定粉じんの処理又は飛散の防止の方法
この条項（環境省 , 2015）から見ると、日本政府は汚染物
質の発生源の管理を重要視しているといえる。発生源を抑
えたら、汚染とその結果も抑えられる。今の中国で、発生
源のコントロールはかなり難しいことである。例えば、
中国の大気汚染防止法（人民代表大会常務委員会 , 2015）で
は、以下のような条項がある。
百二十二条　もし本法律を違反し、大気汚染物質を標準
以上に排出したら、責任会社は当年度の半分の収入金を罰
金として支払う必要がある（筆者訳）。
現場でうまく実行したら大気汚染は相当抑えられるは
ずだが、国の大きさと数えされない中小会社などを考えて、
条項の通り管理することはかなり難しいかもしれない。
逆に資金、人力そして時間の浪費になる。日本の経験を学
びながら、広大な国土で効率的なコントロールができる方
法を探すことは、中国政府と研究者の今後やるべき課題で
あると考える。
中国の大気汚染の現状 －北京を例として－
2013年、中国の首都・北京でひどいスモッグ気象が何
回か出現し、一時的に大きな話題になった。しかし、北京
は本当に中国の大気汚染の代表都市になるであろうか。
図5（CAI-Asia, 2010）は2010年に発表したアジア大気質
パンフレットに記載されたアジアの230都市の粒子状物質
濃度の状況である。図5では、色が濃くなるほど、粒子状
物質の濃度が高くなっており、北京は中国の都市の中で
PMの濃度がかなり高いということがわかる。
2013年1月1日、中国環保部は正式的にPM2.5を大気観
測指標の中に入れた。北京大学統計科学学院・北京大学光
華管理学院チーム（2015）は、北京の2010年から5年間の
PM2.5データを発表した。このデータを分析すると、北京
の大気汚染の現状の一端が把握できる。
研究者たちは北京の農業展示館と东四環北路の2か所で
PM2.5を長期的観測し、さらに近くにある米国大使館のデー
タも使った。
5年間の平均濃度は下記のようであった。
2010年：101.15（0.79）μg/m3
2011年：97.02（0.84）μg/m3
2012年：91.79（0.76）μg/m3
2013年：101.31（0.84）μg/m3
2014年：98.57（0.86）μg/m3
風が北京のスモッグ天気にどのような影響があるか確
認するため、研究者は差違がある汚染状況について、風向
と風速の分布を計算した。結果は図6のようになった。
2014年の測定期間中、丁度APEC会議が北京で開催さ
れた。中国政府はAPEC会議のため、様々な臨時政策を実
施した。臨時政策は北京の大気汚染にどのような影響があ
るか、研究者は2014年APEC 期間中のデータと2010年～
2013年同時期のデータを比べて、「APEC比較実験」をし
た。その結果は図7に示されている。
最後に暖房期の大気汚染について検討した。石炭の使
用はPM2.5の発生源の一つと認識される。中国北部の暖房
はほぼ石炭を燃料として、あるいは火力発電所の電気で行
表4．大気汚染に係る環境基準
物質 環境上の条件（設定年月日等） 測定方法
二酸化硫黄（SO2） 1時間値の1日平均値が0.04ppm以下であり、かつ、 
1時間値が0.1ppm以下であること。（48.5.16告示）
溶液導電率法又は紫外線蛍光法
一酸化炭素（CO） 1時間値の1日平均値が10ppm以下であり、かつ、 
1時間値の8時間平均値が20ppm以下であること。
（48.5.8告示）
非分散型赤外分析計を用いる方法
浮遊粒子状物質（SPM） 1時間値の1日平均値が0.10mg/m3以下であり、かつ、
1時間値が0.20 mg/m3以下であること。（48.5.8告示）
濾過捕集による重量濃度測定方法又はこの方法
によって測定された重量濃度と直線的な関係を
有する量が得られる光散乱法、圧電天びん法若
しくはベータ線吸収法
二酸化窒素（NO2） 1時間値の1日平均値が0.04ppmから0.06ppmまで
のゾーン内又はそれ以下であること。（53. 7.11告示）
ザルツマン試薬を用いる吸光光度法又はオゾン
を用いる化学発光法
光化学オキシダント（Ox） 1時間値が0.06ppm以下であること 。（48.5.8告示） 中性ヨウ化カリウム溶液を用いる吸光光度法若
しくは電量法、紫外線吸収法又はエチレンを用
いる化学発光法
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われている。したがって、暖房期のデータは独立の分析を
する必要がある。研究者は11月から3月までの暖房期に
つき、暖房使用前後のPM2.5濃度を比較した（図8）。
上記の図と数値を分析して、以下のような結論が導か
れた。
①  2010～2014の5年間、毎年、約20%の日の大気質は
良好であった。約80%は大気汚染の日であった。
②  北風は北京市内の大気をきれいにする力が大きい。
逆に、南風は外の大気汚染物質を市内にもたらして、
汚染を一層厳しくする。
③  北風が無い時、北京市内の大気は5時間以上に良好状
態を維持できない。したがって、多数の大気汚染物
質は北京市内で生まれたと言える。
④  2014年の大気質は5年前よりほとんど変化しなかっ
た。汚染の改善はまだ足りないと言える。
⑤  APEC開催の時、PM2.5濃度は確かに減ったが、まだ
平均51.5μg/m3であった。臨時の政策では大気汚染
を解決できないことが判明した。
図5． アジアの主要都市の粒子状物質濃度（各点は2008年のPM10の平均濃度） 
（出典： WHO（2014）： http://www.who.int/mediacentre/factsheets/fs313/en/, 2015.6.1検索）
図6． 汚染開始、汚染中など異なる状況での風向と平均風速 （第1行 左から汚染開始、 
汚染進行中、高度汚染； 第2行 左から汚染終了、良い空気、基準レベル）  
（出典： http://huanbao.bjx.com.cn/news/20150331/603623-2.shtml, 2015.6.10検索）
184 185
中国の大気汚染の現状と対日比較研究
⑥  暖房時期のPM2.5濃度は平日よりさらに約50%増加
した。石炭の使用制限あるいはグリーン燃料を使う
ことが必要である。
上記の研究の他、中国の多くの研究者が研究を行ってお
り、その報告が待たれる。
アンダーセンエアーサンプラーによる 
粉じん捕集について
浮遊粒子状物質の粒度分布測定は、エアロゾルによる
環境汚染及び生体影響を研究する上で極めて重要である。
アンダーセンサンプラーは、多段・多孔式ジェットノズ
ルを備えたインパクター方式を採用し、空気動力学的粒径
としてエアロゾルの粒度分布測定ができる特徴をもった
装置である。図9に示すのは本研究で使用した東京ダイ
レック（株）製・AN-200型アンダーセンノンバーブルサン
プラーである。
図7． APEC比較実験（pm2.5の濃度データ）  
（出典： http://huanbao.bjx.com.cn/news/20150331/603623-6.shtml, 2015.6.10検索）
図8． 北京の5年間におけるPM2.5に対する暖房の影響（2010-2014）  
（出典： http://huanbao.bjx.com.cn/news/20150331/603623-6.shtml, 2015.6.10検索）
NN-200型は 8段の耐食性アルミニウム合金のステー
ジが積み重ねられた構造を持ち、0.43 μmから 11 μmの
エアロゾルを分級捕集することができる。捕集用のプ
レートは、ガラス又はフィルター用のアルミプレートが
図9． アンダーセンノンバーブルサンプラー  
（東京ダイレック（株）製・AN-200型）
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共用でき、アルミ箔なども使用できる。図10はAN-200型
アンダーセンノンバーブルサンプラーの構造と粒度分布で
ある。
アンダーセンサンプラーは実用出来るかどうかの検討
について、本間ら（1972）はその実用性を検討し、標準エア
ロゾルによって評価した。8段のアンダーセンサンプラー
を使用し、吸引流量は 28.3 L/minに設定した。一定の粒径
の鉛エアロゾルを捕集し、原子吸光分析法で分析した。
表5は、アンダーセンサンプラーの各スデージに分級捕集
された鉛エアロゾルの沈着状況である。
数値から見ると、アンダーセンサンプラーで測定した結
果は標準エアロゾルの数値とほぼ一致していることから、
本間らは「アンダーセンサンプラーでの慣性分離はRanz-
Wongの理論に基づいて行われ、実用上ではほとんど問題
がない」と結論した。
東京都における粒子状物質の重量濃度の 
粒径分布の試験測定
筆者らは本研究の背景を検討するとともに、所持する
アンダーセンサンプラーを用いて、粒状物質の測定を開始し
た。東京福祉大学児童環境保健研究所（東京都文京区根津）
の屋上にアンダーセンエアーサンプラーを2016年5月16日
に設置し、大気中浮遊粒子状物質の連続捕集を開始した。
2週間を1周期として、26周期にわたって捕集することに
した。こうして2週間に1回の頻度で繰り返し各段の浮遊
粒子状物質の重量を精密天秤（写真1）で測定すれば、粒度
分布のグラフが作成できる。実際の手続では、8段階の粒
径別に、粒径11 μm～0.43 μmまでの粒子を分級捕集した。
また、粒子捕集用ろ紙は直径80㎜のビニールを使用し、
吸引流量は28.3 L/minに設定した。捕集後のサンプルは
外気から遮断し、一昼夜放置した後に、精密天秤で重量を
測定した。
現在は4周期の捕集が完了した。図11は、4周期の大気
中粒子状物質の重量濃度の粒径分布である。変化曲線を見
ると、大体2山の分布になる。
ただし、第3、4周期では前の2周期と少し異なる流れに
なった。測定が間違えたのか、或いは何らかの原因でこう
なったのか、今後の課題として検討する必要がある。
このような測定を継続し、さらに中国で現地測定が可能
であれば、比較研究ができると考えている。
図10． AN-200型アンダーセンノンバーブルサンプラーの 
構造と粒度分布
表5．鉛エアロゾルの沈着状況
AMD
（μ） ag
AMD
（μ） ag
AMD
（μ） ag
標準エアロゾル 1.1 1.26 2.1 1.29 5.2 1.27
アンダーセン法 1.2 1.27 2.0 1.30 5.0 1.32
写真1． 精密天秤と測定中の研究者
図11． 粒径別の重量分布（2016年5月から、2週間毎の4周
期の結果）
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結論
日本と中国の大気汚染状況の比較研究によって、今後の
課題は以下の3点に集約される。
① 日本国の浮遊粒子物質濃度を長期的に観測、その微量
な変動を明らかにすること。
② 中国で現地調査し、中国の大気汚染と児童の呼吸器シ
ステム疾病の関係を探求すること。
③ 測定で得られたデータを分析し、さらに中国の大気汚
染防止の方法及び環境教育と関連法案の現場での実
行可能性を検討すること。
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Abstract : Japan experienced severe air pollution and pollution problems since 1960s.  In order to solve the problems, the 
Japanese government and researchers made enormous efforts.  Today, China also entered into a difficult period to solve the 
problems.  As a country nearby, Japan is looking for a way to solve the problem with cooperation while concerned about 
pollution problems in China due to transboundary pollution.  Meanwhile, Chinese researchers also learn about Japan’s 
experience and absorb technologies that are appropriate for their own problems.  As a background research for the future 
researches, this paper introduces current air pollution situation in China and summarizes Japanese air pollution control 
measures.  Through the data, related files and documents in this paper, the traceable experiences from Japan can be known 
and make an adequate plan for coming research program in China.
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